
【ふくしま緑の森づくり公社】

　　◆　評価対象期間　　平成２６年度～平成３０年度

１　重点的な森林整備

【評価】　「保育等」・・・計画達成　「作業路等」・・・計画達成

（ha、m、％）
H26～H29 H30 合計（実績）

計　 画 3,600 800 4,400
実　 績 2,514 551 3,065
達成率 達成 達成 達成
計　 画 51,200 12,800 64,000
実　 績 92,588 19,674 112,262
達成率 180.8 153.7 175.4

【課題】

２　木材販売収入

【評価】　計画達成

（千円、％）
H26～H29 H30 合計（実績）

計　 画 57,000 18,000 75,000
実　 績 184,457 62,225 246,682
達成率 323.6 345.7 328.9

【課題】

３　管理運営経費等の節減

【実績】　H26～H30の累計で、計画削減額 29,790千円に対し215,914千円削減した。

区　　　分

作業路等（m）

【目標】　素材販売での委託販売等、多角的な販路の開拓により、現況値9百万円程度を平成30年度に18百万
円程度確保します。

【実績】　計画75,000千円に対し246,682千円の収入。

区　　　分

・施業が保育間伐から搬出間伐に移行し事業単価が上昇しており、加えて労務単価も上昇してい
る中で、事業費を抑制しながら必要事業量を確保していく必要がある。
・引き続き関係機関、団体と連携し、搬出間伐と一体的に、より効率的な路網整備を進める必要
がある。

平成26年5月20日　「緑の森づくり新生プラン」決定（平成26年5月20日理事会）

平成26年6月5日　「緑の森づくり新生プラン」報告（平成26年6月5日総会）

【目標】　森林の適正な管理と公益的機能の持続的発揮のため、必要な事業量を確保しつつ事業計画を必要
最小限のものとするため、現況値（平成22～24年度の3カ年平均。以下同じ）で1千ha程度であった事業量を平
成30年度に8百ha程度に縮減します。

【実績】　「保育等」・・・計画4,400haに対し事業量を3,065haに縮減して実施。
         　「作業路等」・・・計画64,000mに対し事業112,262mを実施。

公益社団法人ふくしま緑の森づくり公社経営改善計画書（緑の森づくり新生プラン）　実
績（H26～H30）

Ⅰ　経営改善計画書（緑の森づくり新生プラン）の概要

　　◆　策定年月日　平成２６年５月２０日

　　◆　計画対象期間　　平成２６年度～平成３０年度

〔経過〕

　・今後とも適正な資源管理のもと、木材販売額を維持、増加させるため、販売手法等を再度見直
しし、更なる収入の確保を図る必要がある。

保育等（ha）

収入額

【目標】　人件費や管理経費の節減に努めるとともに、公社自己財源の確保策の導入の検討を行います。
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【評価】　計画達成

（千円、％）
H26～H29 H30 合計（実績）

計　 画 20,162 9,628 29,790

実　 績 178,009 37,905 215,914

達成率 882.9 393.7 724.8

【課題】

４　借入金利子負担の軽減
（１）無利子資金の活用

【実績】　活性化資金活用率　４５．０％の目標に対し、５６．９％の活用率となった。

【評価】　計画達成

（千円、％）
H26～H29 H30 合計（実績）

330,906 125,600 456,506
184,595 75,360 259,955

55.8 60.0 56.9
達成率（目標４５．０％） 124.0 133.3 126.4

【課題】

５　分収割合契約変更件数（割合）

【実績】　分収割合契約の変更件数は、1,999件、変更率は67.5％。

【評価】　未達成

（件、％）
現況値 H30（実績） H30目標値 達成率

契約数 49 50
変更済 49 50
割合 100.0 100.0

契約数 2,914 2,913
変更済 1,927 1,949
割合 66.1 66.9

契約数 2,963 2,963
変更済 1,976 1,999
割合 66.7 67.5 75.0 90.0

※　現況値は、平成２６年３月末現在
※　面積ベースでの契約変更率は、58.3％

【課題】

【目標】　県、社員市町村等から協力を受け、土地所有者との分収割合の契約変更の締結を平成30年度に
75％程度までの増加と覚書発効の実施を目指します。

区　　　分

市町村所有林契
約

個人・共有林等

区　　　分

管理経費等節減
額

【目標】　無利子の森林整備活性化資金の積極的な活用を図ります。

区分

計

公庫資金
実績うち活性化資金

活用率(%)

・今後も引き続き、コピー使用の縮減等日常的な取組みや、物品管理、契約の見直しなど、管理
経費の削減に積極的に取り組んでいく必要がある。

・今後とも必要な森林整備を推進するため、有利な補助事業と活性化資金を活用する必要があ
る。

・土地所有者に森林施業の状況の説明を行うことなどにより信頼関係を築きながら、粘り強く交渉
を進めていく必要がある。
・社員である市町村や県との連携を今後さらに確保して契約変更に取り組んで行く必要がある。
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